
議案第  25  号 

平 成 28 年 度  寝 屋 川 市 一 般 会 計 予算 

平成 28 年度寝屋川市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 89,800,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることがで 

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の 

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方 

債」による。 

  （一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最 

高額は、11,000,000 千円と定める。 

  （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経 

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）

に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の

各項の間の流用 

  平成 28 年２月 26 日提出 

寝屋川市長 北 川 法 夫   

















第２表 債務負担行為 

事    項 期    間 限   度   額

新地方公会計制度導入支

援業務経費 

（委託料） 

平成 29 年度 5,115 千円 

地区集会所建設資金融資

あっせん事業にもとづく金融

機関に対する損失補償 

融資を受けた日から

償還完了日まで

5,000 千円 

上記金額の範囲内で損

失を補償する。 

地域防災計画改訂等業務

経費 

（委託料） 

平成 29 年度 16,788 千円 

犯罪抑止の環境づくりのた

めの防犯カメラ設置経費 

（使用料） 

平成 28 年度 

～平成 33 年度 
58,872 千円 

障害者長期計画等策定業

務経費 

（委託料） 

平成 29 年度 5,200 千円 

自転車駐車場等防犯カメラ

に係る経費 

（使用料） 

平成 29 年度 

  ～平成 33 年度 
20,969 千円 

立地適正化計画策定業務

経費 

（委託料） 

平成 29 年度 8,140 千円 

京阪本線連続立体交差事

業用地買収費 

平成 29 年度 

～平成 30 年度 
52,465 千円 

京阪本線連続立体交差事

業物件移転補償費 

平成 29 年度 

  ～平成 30 年度 
440,210 千円 



事    項 期    間 限   度   額

対馬江大利線整備事業用

地補償等業務経費 

（委託料） 

平成 29 年度 

  ～平成 30 年度 
62,531 千円 

都市公園防犯カメラに係る

経費 

（使用料） 

平成 29 年度 

  ～平成 33 年度 
17,642 千円 

指定管理者委託料   

西北コミュニティセンター

管理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
70,556 千円 

南コミュニティセンター管

理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
74,800 千円 

東北コミュニティセンター

管理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
72,224 千円 

西コミュニティセンター管

理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
68,752 千円 

西南コミュニティセンター

管理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
72,464 千円 

東コミュニティセンター管

理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
72,092 千円 

市民会館管理運営経費 
平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
237,286 千円 



事    項 期    間 限   度   額

指定管理者委託料   

すばる・北斗福祉作業所

管理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
80,000 千円 

大谷の里管理運営経費 
平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
67,200 千円 

中央高齢者福祉センター

管理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
127,680 千円 

西高齢者福祉センター管

理運営経費 

平成 29 年度 

  ～平成 32 年度 
117,248 千円 

地域交流センター管理運

営経費 

平成 29 年度 

～平成 32 年度 
221,400 千円 

学び館管理運営経費 
平成 29 年度 

～平成 32 年度 
104,296 千円 

市民体育館管理運営経

費 
平成 29 年度 3,521 千円 



第３表　地　方　債

限度額 起債の方法 利　率

千円 ％

普通貸借

5.0

2,950,000 又　　　は

以内

証券発行

70,600 〃 〃

600 〃 〃

30,200 〃 〃

204,500 〃 〃

15,700 〃 〃

2,900 〃 〃

2,968,000 〃 〃

83,800 〃 〃

183,100 〃 〃

235,800 〃 〃

303,500 〃 〃

273,200 〃 〃

38,200 〃 〃

215,200 〃 〃

4,600 〃 〃

415,900 〃 〃

3,500 〃 〃

7,999,300

　利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利率。

水 道 事 業 出 資 〃

計

※ただし、利率欄において、利率見直し方式で借り入れる政府資金及び地方公共団体金融機構資金について、

清 掃 運 搬 施 設 整 備 事 業 〃

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 〃

密集住宅市街地整備促進事業 〃

下 水 路 整 備 事 業 〃

公 園 整 備 事 業 〃

公 営 住 宅 整 備 事 業 〃

〃

街 路 事 業 〃

保 育 所 施 設 等 整 備 事 業 〃

ご み 処 理 施 設 整 備 事 業 〃

土 地 区 画 整 理 事 業

により据置期間及び償還

期限を短縮し、又は繰上

償還もしくは低利に借換

えすることができる。

起債の目的 償還の方法

　政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

臨 時 財 政 対 策 よる。　

　ただし、市財政の都合

広域廃棄物処理施設整備事業 〃

子育て 支援施設 整備事業 〃

公 園 墓 地 整 備 事 業 〃

〃

消 防 施 設 等 整 備 事 業 〃

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業

道 路 橋 梁 整 備 事 業 〃


